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病院と原発事故（その 4） 

 

 

（前回は、「病院と原発事故（その 3）」をご覧ください） 

 

前の 3 稿では災害直後の病院と病院スタッフの葛藤について述べました。この稿では、原発事故が長期的に被

災地医療に及ぼした影響について述べてみようと思います。 

 

病院が原発事故の影響を受けやすいわけ：スタッフの問題 

 

今、福島県の全ての病院が、医療スタッフの深刻な不足に悩んでいます。元々日本で 3 番目に広い県を一つの

医大で賄わなくてはいけない福島県では、慢性的に医師数が不足していました。しかし今回の原発事故で致命的

な人員不足に陥ったのは、むしろ医師以外の医療スタッフであったようです。 

 

病院が他の会社以上に人員不足となる一因は、何と言っても女性の多さです。意外に知られていない事実とし

て、病院スタッフの 8 割以上は女性スタッフである、という事実があります。看護師、医療事務、薬剤師、厨房、

清掃、いずれも女性が多い、という事を考えていただければ容易に想像がつくと思います。 

 

では原発事故のあと、なぜ女性は男性よりも避難することが多かったのでしょうか。じつは、ここには妊娠に

対する懸念だけではない様々な理由があります。 

 

一つには、お子さんへの影響の懸念があります。小さなお子さんのいるスタッフの中にも、子供だけを避難さ

せて自身は残られた看護師さんがいますが、家族や親せき、何より子供自身との板挟みで苦しまれる方が非常に

多かったと聞きます。 

 

それだけでなく、長期的にみると、お子さんの教育を考えるなら、子供の少ない地域はどうしても教育レベル

が下がる懸念があります。特に相双地区は、今でも南相馬より南側、相馬より北側の線路が開通していません。

つまり、隣町に良い学校があっても、お子さんが毎日通うのが難しい。そのような教育目的に転居を決意される

方も居ます。 

 

さらに子供だけでなく、夫の生活も問題になります。たとえ病院が機能を続けても、夫の会社が移転したり、

閉鎖したりした場合には、やはり家族ごと転居することが多い。つまり被災地で雇用が下がれば、その影響がそ

のまま病院スタッフの人数に反映する可能性もあるのです。 
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そのような状況において、病院スタッフの多くが資格職であるため、転勤が容易である、という事がマイナス

に働きました。医師・看護師・薬剤師・検査技師・理学療法士・医療クラーク、など、病院スタッフは、どの地

域に引っ越しても引く手数多な職業です。つまり比較的転居を決意しやすい状況にあったともいえます。 

 

それだけでなく、病院を陰から支える厨房や清掃業の方々の多くは、パートタイムであることが多いのです。

じつは今、相馬・南相馬の周辺では、コンビニエンスストアやスーパーマーケット、ガソリンスタンドがパート

タイマー不足に瀕しています。これは、家庭の主婦の人口が激減することが、そのまま人員不足に直結している

からです。 

 

回復が悪いのはどの業務？ 

 

私の手元に、震災から 1 年半の間の、相双地区 7 病院の総スタッフ数の推移データがあります。震災直前の人

数を 100％とした場合、医師に関しては、支援医師が入ってきた影響で、少し増加傾向にあることが見て取れま

す。最も回復の悪いスタッフが、医療事務です。また、最も重要な看護師に関しても、その回復は 80％までいた

っていません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

つまり、地域の「医療支援」「病院支援」は、長期的、かつ、様々な人員の支援が大切であることがわかります。

この支援がどのくらい長期的に必要となるのか。これは、原発周辺地区の人口変動だけでなく、地元出身の医師・

看護師がどれくらい輩出されるかにもかかっています。都心部などとは違い、地域の小病院・中病院においては、

スタッフの多くが地元出身者だからです。相双地区では、双葉市にあった双葉看護学校が今も閉鎖中です。つま

りまだ看護師数確保の目途はついていません。さらに先ほども述べたとおり、子供の人口減少により、教育レベ

ルや進学率が下がるようなことがあれば、地元出身の有資格者の人数は減る一方でしょう。 
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このような状況は、医療の過疎化が進む日本の地方のありとあらゆるところで見られる現象でしょう。しかし、

相双地区においては原発事故という突発的な出来事により、この社会問題が急速に悪化したことは明らかです。 

 

そして未来へ 

 

原発事故により、病院の受けた様々な影響について、述べてみました。このような事実につき、だから責任を

取れ、という後ろ向きの議論をするつもりはありません。しかし、やはりエネルギー関係の方々の間には、「健康

の維持」という認識がどうしても薄かったのではないか。そのような問題提起はするべきだと思っています。 

 

病院は、特殊なサービス業ではありません。電気・水道や道路と同じく、人々の健康を守る社会インフラなの

です。インフラの破たんはそのまま人々の命や健康にかかわります。そのような目から、地域を支える全ての職

業の方に、健康インフラとしての病院を守ることを考えていただければと思います。 

 

原発と病院。どちらも健康を守るために設立された社会インフラです。このような事故をきっかけに、お互い

が協力をし合って地域の健康の為に尽くすことはできないことでしょうか。エネルギー関係者・医療関係者が互

いに知恵を持ち寄って、より災害に強い街を作れれば、と願っています。 

 


